
令和７年１１月５日

財     務     省

（単位：億円）

見       込 前年同月 前年同月比 備　　　　　　　考

(1) 12,360△      16,551△ 4,191           

64,300          61,054 3,246           消費税・法人税等の受入

1,340           1,426 86△            

10,640△      10,335△ 305△          後期高齢者医療給付費等負担金の支払等

52,830△      51,935△ 895△          普通交付税の交付等

4,160△        3,922△ 238△          

2,880△        2,694△ 186△          

990△          952△ 38△            

6,500△        9,193△ 2,693           

(2) 3,680           9,987 6,307△        

2,830△        1,192 4,022△        

-                 470 470△          

9,490           11,672 2,182△        

2,980△        3,347△ 367              

(3) 8,680△        6,564△ 2,116△        

(4) 104,770        101,970 2,800           

104,640        101,851 2,789           

130              119 11               

(5) 12,900          34,699△ 47,599          

2,900           34,699△ 37,599          

10,000          0 10,000          

(6) 117,670        67,271 50,399          

(7) 108,990        60,707 48,283          

(8) 70△            976△ 906              

(9) 108,920        59,731 49,189          

（注） 1. 国庫短期証券の公募発行見込額は、今後の国庫の資金繰りの状況等により変更となる場合がある。

2. 「見込」及び「前年同月」の△印は支払超過を示す。

3. 見込については、10億円単位でとりまとめてある。

4. 前年同月については、億円未満を四捨五入してあり、計において一致しない場合がある。

（参考） 1. 日本銀行が国庫短期証券売買オペによって取得した国庫短期証券のうち、償還期日が到来するものの償還額は次のとおりであり、

   これは対民間収支には計上されない（繰上償還額及び対政府等売却額は控除していない）。

見       込 前年同月 前年同月比

-                      438                   438△                

2. 令和7年12月の国庫短期証券の公募発行見込額は次のとおりである。

3ヶ月  約3.3～5.3兆円 × 4回

6ヶ月  約2.5～4.5兆円 × 1回

1年　　約2.2～4.2兆円 × 1回

税 外 収 入

社 会 保 障 費

地方交付税交付金

防 衛 関 係 費

公 共 事 業 費

調 整 項 目

合 計 (3+6)

総 計 (7+8)

国 債 等

国 債 （ 1 年 超 ）

借 入 金

国 庫 短 期 証 券 等
公募発行見込額
約24.2兆円国 庫 短 期 証 券

一 時 借 入 金

特 別 会 計 等

財 政 投 融 資

日 銀 売 買 オ ペ 分 償 還 額

財政資金対民間収支 （令和7年11月中見込）

　令和7年11月は、普通交付税の交付等がある一方で、消費税・法人税等の受入があり、また、国債等が受入超
過であることから、総収支尻は、10.9兆円の受入超過となる見込み（前年同月比4.9兆円の受入超過幅の増加)。

(主な受入日)
消費税、法人税等の租税、保険料の受入・・・5日
源泉所得税の受入・・・12日

(主な支払日)
普通交付税の交付等・・・5日
後期高齢者医療給付費等負担金の支払等・・・12日
介護給付費等負担金の支払等・・・12日

●収支尻：総計10.9兆円の受入超過

外 国 為 替 資 金

区　　     分

一 般 会 計

租 税

義 務 教 育 費

そ の 他 支 払

保 険

そ の 他

小 計 (1+2)

小 計 (4+5)

内訳：3ヶ月 約4.3～4.4兆円×4回
6ヶ月 約3.5～3.6兆円×1回
1年 約3.2兆円×1回


